




















































まず，2006 年度の年金課税改革の概要を説明する。図 1は，日本の年金課税制度と 2006 年度の税
制改革について示す 2。年金受給者に適用される公的年金等控除を，65 歳以上と 65 歳未満に分けた
上で給与所得者に適用される給与所得控除と比較した。ただし 2006 年度以前は，65 歳以上について
は老年者控除（住民税 48 万円）も加え，「公的年金等控除＋老年者控除」の合計額を示した 3。図に
示すように，2006 年度改革前に 65 歳以上の年金受給者に認められた控除は極めて寛大であった。最
低でも 188 万円の控除が認められ，基礎控除 33 万円を加えると少なくとも 221 万円の年金給付が非






小され，合計所得 125 万円までの非課税制度も廃止された 4。この結果，図に示したように控除の最





























1 年金課税改革は 2004 年度税制改正で決まったが，住民税で実行に移されたのは 2006 年度からである。本稿
では一貫して「2006 年度の改革」とよぶ。
2 2006 年度改革では，65 歳未満に適用される公的年金等控除は変わらなかった。
3 老年者控除は 65 歳以上全員，すなわち 65 歳以上の勤労所得者にも適用される。ただし，65 歳以上の大半
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4 合計所得 125 万円以下の非課税措置は 2006 年度に廃止された。ただし経過措置により，合計所得 125 万円
以下の場合 2006 年度は税額を 1/3，2007 年度は 2/3 に軽減する措置が取られた。ただしデータ上，課税ベー
スの拡大は 2006 年度からに生じた。
5 総務省自治税務局からは市区町村ごとのデータを提供いただいた。深く感謝の意を表したい。
6 集計された市区町村数は 1741 である。2004 年 4 月の市区町村数は 3123 だったが，2008 年 4 月には 1788
に大きく減少した。
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In Japanese income tax system, generous income deduction is applied to pension benefits. 
Accordingly, as the graying of Japan’s population advances, overall pension benefits increases, which 
significantly erodes the tax bases of the personal income tax and the individual inhabitant tax. This 
paper shows the recent change of the individual inhabitant tax base of municipalities to consider the 
effect of population aging.
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